


































































































































１ 判決の選定にあたっては以下の文献を参考にしている。Martin Franzen,Entkoppelung der Arbeitszeit 
vom Arbeitsentgelt,RdA 2014,S.1ff. ,Daniel Klocke,Neue Entwicklungen im Überstndenprozess.RdA 
2014,S.223ff.,Burghard Kreft,Arbeitszeit.AuR 2018. S.56ff.






















































































































































４ BAG，Urteil vom 20.4.2011- ５AZR200/10-Rn.20（Lexetius.com/2011,3056）以下、引用判例〔一〕という。









































































６ BAG，Urteil vom22.4.2009-5AZR292/08－ Rn.15（Leetius.com/2009,1664）以下、引用判例〔三〕という。　　
７ BAG, Beschluss vom 10.11.2009-1 ABR 54/08-Rn.15ff.(lexetius.com/2009,4056)　以下、引用判例〔四〕という。











































































９ BAG,11.12.2003-2AZR 667/02-BAGE 109,87以下、引用判例〔六〕という。






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































18 BAG 18.2.2003-1ABR2/02-zu B Ⅳ 3（lexetius.com./2003,884）（救助活動従事者の待機勤務の労働時間性）以下、
引用判例〔二〕という。BAG 16.3.2004-9 AZR93/03（lexisetius.com/2004,1324）（教会附属病院の職員の待機勤務
の労働時間性）以下、引用判例〔三〕という。
19 EuGH 3.10.2000-C-303/98 Rn.52. （lexetius.com/2000,3395）以下、「引用判例〔四〕という。







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































39 Rüdiger Krause,Arbeitszeitrecht in der digitalen Arbeiswelt zwischen Faktiziät und Geltung,S.12.in 日独労働法
シンポジュウム『労働者概念と労働時間法の最近の展開』（日独労働法協会講演）仮訳・細谷越史「デジタル化す
る労働世界における労働時間法－経験的な現実法の通用性の間で」４頁。
40 Karl Riesenhuber,Europaisches Arbeitsrecht,C.F.Mueller,Heidelberg,2009,S.283. そしてリーゼン・フーバーは労
働時間と休息時間の二分法では実務の労働時間モデルを正しく評価することはできずどちらに解するにしても不十
分であるとして、中間的カテゴリーを必要とする、と主張する。














































































42 Rudolf Buschmann,Jürgen Ulber,Arbeitszeitrecht,BundVerlag 2019,S.102（§２　Rn.12）
43 荒木前掲書（注31）55 ～ 56頁参照
−　123　−
が認められるが［７条２項１号］、そこではこ
の勤務期間中利用［労働］された結果として休
息時間が短縮されるが、その短縮部分は別の時
期に調整されなければならないことになってい
る。そして医療従事者についてはこの３条の労
働時間とともに５条の休息時間の例外規定が用
意されてもいる（７条２項３号）。
　ところで、本判決は12か月で平均の労働時間
が週48時間に調整されねばならない７条１項１
号 aではなく、この一定の期間での調整を要求
されない７条２a 項の要件をクリアーしている
とみる。結果的に、週48時間の限度を超える労
働時間が容認される例外の中の例外になる。そ
の要件の第一は労働時間の中に通常かつ大幅に
手待ちまたは待機勤務が属することであり、第
二は特別規律によって被用者の健康が害される
ことがないことが確保されることである。そし
て第三に、そのことが労働協約ないしそれに
基づく事業所協定等に定められることである。
しかもこの労働時間法７条２a 項という規定は
EU の労働時間指令22条に基づく例外の可能性
を利用しているものと位置づけている。被用者
の「安全と健康保護の一般原則」が遵守される
場合にのみ、同指令22条は調整期間なしの同指
令６条の最長労働時間からの逸脱【例外】を許
容する。44
　特別の規律による被用者の健康を害するこ
とないように確保する措置（第二の要件）は、
EU 労働時間指令22条の被用者の安全と健康保
護の要請を受けて、被用者に対する相当な休息
時間（代償休日）の確保として具体化されるべ
きである。45　本件では、①24時間勤務の翌日
は２時間の自由時間（非番）が用意されている、
②１年に35回の追加的な24時間の自由時間（非
番）が設置されている、③手待ちは最大３時間
までの労働の限度があり、待機勤務は予期しえ
ない必要のためのみの労働することになってい
る。④24時間勤務は年に139回に限定されかつ
そのうち17回は協約休暇として控除されるの
で、年122回である。46
五　結びに代えて
　労働時間の開始と終了はまさに労働の開始と
終了の問題であるから、その時に労働者は何処
にいなければならないかによってその開始時
点・終了時点は変わってくる。特に大きな施設
の場合、入門した段階では労働現場（職場）と
はかなり離れているのが通例であるので、何処
にいるべきかは就業規則に等に記載がなければ
慣行により決まるのであろうか。この点、ドイ
ツでは労働協約や事業所協定で何処で労働が開
始されまた終了するのかに関する規定があるよ
うである。しかも労働保護法上の労働時間にな
るケースは例外的であるが、特定の制服の更衣
時間や移動時間が賃金対象の労働時間となるこ
とはほぼ一般的に承認されているような印象を
受ける。
　わが労基法の規制する労働時間は、休憩時間
を除いた現に労働させる時間（32条）すなわ
ち（実）労働時間であって、この実労働時間と
休憩時間を合わせた時間＝拘束時間は規制対象
ではない。ただし、この実労働時間には現実に
作業に従事している時間だけでなく、作業と作
業との間の待機時間である「手待時間」も含ま
れるとされる。47これに対しドイツでは、待機
勤務が呼出待機と同様非労働時間として扱われ
ていた時代と異なり、むしろ手待と同様労働時
――――――――――――――――
44 待機の対象判決30段
45 待機の対象判決30段
46 待機の対象判決31段）
47 菅野前掲書（注29）477頁
小俣　勝治
−　124　−
青森中央学院大学研究紀要33号
間に組み入れられることによって、少なくとも
使用者の事業所（または指定する事業所外の場
所）に滞在している限り労働時間として扱われ
るとなれば、労働時間規制の趣旨は拘束時間全
体の規制となっている。しかも非労働時間であ
る呼出待機もその時間帯に労働が発生すること
によって休息時間が短縮されることが問題と
なってその回復のために別の時期に調整する必
要が出てくる。そうなると寧ろ確かに規定の形
式上実労働時間規制の側面を残しながら、非労
働時間たる休息時間［労働者の自由時間］の確
保のための規制にその重点を移しているともい
える。
　ドイツにおいては８時間労働の原則の例外と
して、６か月ないし24週の範囲内で一日の労働
時間が平均で８時間を維持できれば、１日10時
間まで労働させることができる。（労働時間法
３条２文）この１日10時間の限界を超えて働か
せられる場合の一つとして、手待又は待機勤務
が労働時間の中に通常かつ大幅に含まれている
場合（同法７条１項１号 a）である。ただし、
これも１年の平均では週48時間の制限内である
必要がある。（同法７条８項）
　そして週48時間の限度で計算すると、まず24
週での調整の場合６×８時間×24＝1152時間と
なる。これを年単位で見ると、４週が法定休暇
になるので48時間×48週＝2304時間となり、こ
れが年単位における最長労働時間となる。これ
に対し協約レベルの平均では、６週の年休に
なるので、37,41時間×46週＝1721時間となる。
したがって年に約580時間が労働時間法上は調
整する必要のない法定内の時間外労働が発生す
る余地がある。47そしてこの平均週48時間を超
えてもよいケースが本稿における消防隊職員の
待機勤務の事案である。７条１項１号 aと同じ
要件に加えて、被用者の健康確保が保障されて
いることが要件となっている。
　ちなみに、わが労基法上は40時間×365日÷
７≒2,085時間が原則的な年間最長の労働時間
である。しかしながら年に720時間の時間外労
働が許容されかつそれに休日労働が加わる可能
性もあるため、2800時間を超える場合でも限度
内となり、限度時間の設定趣旨はなお不明確な
状態である。
　（2019年10月14日脱稿）
（青森中央学院大学　経営法学部　教授　おまた　かつじ）
